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やさしさがつくる暮らしのユニバーサルデザイン（2） 

メディア・ユニバーサルデザインが寄与する

QOL 向上と共生 

～必要な情報へのアクセスの課題と展望～ 

ライフデザイン研究部 シニア研究員 後藤博  

 

1.超高齢社会における情報格差の現状 

現代社会において、情報は生活を営む上で不可欠な要素である。しかしながら、高

齢者や障害者、なかでも色覚障害のある人々は、デザインや文字、色使いに配慮され

ていない情報伝達手段によって、しばしば情報にアクセスできない不便を強いられて

いる。 

日本は超高齢社会を迎え、情報が読み取れず不便を感じる高齢者は今後、増加する

ことが見込まれる(注 1)。こうしたなか、世代間における情報アクセス格差が社会課

題として深刻になりつつある。総務省「令和 7 年版情報通信白書」によれば、インタ

ーネットを欠かせない情報源としている人の割合は若年層に多いが 70 代では低い（図

表 1）。高齢層はインターネットよりも新聞やテレビを主要な情報源としている人が

多い。 

 

図表１ 「情報源として欠かせない」とした人の割合（年代別） 

資料：総務省「令和７年版情報通信白書」（2025 年 7 月） 
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この世代間の情報メディア利用における格差は、高齢者がデジタル化された行政サ

ービスや生活情報を十分に享受できない原因の一つとなっている。したがって、誰も

が等しく情報にアクセスができるよう、世代間の情報格差を解決するために、メディ

アのユニバーサルデザイン化が求められている。 

情報にアクセスしにくい問題に直面しているのは、高齢者世代に限ったことではな

い。弱視者や色覚に特性のある人々は全世代に及んでいる。潜在的に 100 万人以上い

るとされる弱視者は、小さな文字や特定の書体を見づらいと感じるほか、国内に 290

万人以上いると推定される色覚に特性のある人々は、色に配慮されない情報を正しく

受け取ることが困難である(注 2)。このような情報格差は、単なる不便に留まらず、

人々の生活の質（QOL）を低下させる社会課題である。 

 

2.メディア・ユニバーサルデザイン（MUD）の理念と可能性 

メディア・ユニバーサルデザイン（MUD）は、このような情報格差の解消を目指すた

めに考案された考え方である。MUD とは、特定非営利活動法人メディア・ユニバーサ

ル・デザイン協会によれば、「さまざまな情報が高齢者・障がい者・色覚障がい者、

外国人などにも、見やすく、伝わりやすくするための配慮手法」とのことである(注 3)。

具体的には、誰にでも読みやすい UD フォントの採用や、色覚に特性のある人々にも区

別しやすい色の組み合わせを用いること、また、情報に音声や触覚的な要素を加える

ことなど、「デザイン」「文字の使い方」「色の使い方」に様々な配慮や工夫を加え

ることにより、誰にでも見やすく、伝わりやすくするための配慮手法である。 

この MUD の考え方は、社会全体の情報バリアフリー化を推進し、多様な人々が社会

に参加しやすくなる、持続可能な社会の実現に貢献する可能性を秘めている。 

MUD は、2007 年度から全日本印刷工業組合連合会（全印工連）の正式な活動となり、

地方自治体や大手企業でも導入が進んでいる (注 4)。 

 

3.多様な主体による協働の重要性 

MUD の普及は、行政、企業、そして個々の生活者が一体となって取り組むことで、

その効果を最大限に発揮し、社会全体の QOL 向上に繋がる。各主体がそれぞれの役割

を認識し、連携することが不可欠である。 

 

①行政への提言 

行政は、自治体の広報誌やウェブサイト、公共施設の案内表示など、住民への情報

発信ツールに MUD を標準として採用すべきである。これにより、高齢者や障害者も円

滑に情報を得ることができ、行政サービスを平等に享受することが可能となる。MUD 協
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会のような専門機関との連携を強化し、その知見を政策立案に活かすことが、住民が

安心して暮らせる地域社会を築くための重要な一歩である。 

 

②企業への提言 

企業は、MUD を単なるコストではなく、新たな事業機会として捉えるべきである。

MUD に対応した製品やサービスは、潜在的に数百万人規模の市場を開拓する可能性を

秘めている。既に地方自治体や大手企業が MUD の考え方を取り入れ始めている現状は、

この市場が拡大していることを示唆している。また、MUD への取り組みは、企業の社

会的責任（CSR）を果たす上で不可欠な要素であり、企業のブランド価値や信頼性の向

上にも寄与する。MUD 協会の提供する品質管理や製作バックアップといった支援を活

用し、質の高い MUD 商品を安定的に提供することは、企業にとって持続的な成長と社

会貢献を両立させる道となる。 

こうした観点から、企業は MUD を競争力強化と社会的責任の両立を可能にする戦略

的投資として位置づけるべきである。自社製品やサービスの開発において、企画段階

から MUD の専門家を巻き込むことで、利用者のニーズに真に応える高品質な商品を生

み出すことができる。また、MUD に取り組む企業同士が連携し、業界全体で MUD の基

準を確立・共有していくことで、社会全体の情報環境を底上げし、新たな市場を共同

で創出することが期待される。 

 

③一般生活者への提言 

情報格差の問題は他人事ではない。多くの人々が MUD の存在を知り、関心を持つこ

とは、社会課題解決への第一歩となる。日々の生活の中で、公共の掲示物やウェブサ

イト、印刷物などが、すべての人にとって見やすいデザインであるかという視点を持

つことが重要である。また、MUD マークが付いた製品やサービスを意識的に選択する

ことは、MUD を推進する企業を応援することに繋がる。さらに、MUD の情報を家族や友

人と共有することで、身近な人々の QOL 向上に貢献できる。一人ひとりの「知ること、

そして伝えること」という行動が、やがて社会全体に広がり、より多くの人々が恩恵

を受けることに繋がる。 

自らが情報発信者となる機会（例：SNS、ブログなど）においては、MUD の原則を意

識した表現を心がけるべきである。これにより、情報格差を生むことを避け、誰もが

アクセスしやすい情報環境の醸成に貢献できる。 

また、行政や企業に対して、MUD の視点から具体的な改善提案やフィードバックを

積極的に行うことで、社会を変える原動力となることができる。 

 

4．おわりに 

メディア・ユニバーサルデザイン（MUD）の理念は、「すべての人が情報にアクセス
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できる社会」の実現を目標としている。これは、高齢化が進行し、多様な背景を持つ

人々が共生する現代社会において、決して夢物語ではない。行政、企業、そして一人

ひとりの生活者が、それぞれの立場で MUD の重要性を認識し、積極的に行動すること

で、情報格差は確実に解消されていく。MUD が社会全体に浸透した未来には、誰もが

情報から置き去りにされることなく、自分らしく、生き生きと生活を送る社会が待っ

ている。私たちは、この希望に満ちた未来を、ともに築き上げることができると確信

する。 

 

【注釈】 

1) 内閣府『令和 7 年版高齢社会白書』（2025 年 6 月）によれば、2024 年 10 月 1 日時点

での日本の総人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合は 29.3%であり、今後も上昇が予

測されている。 

2)交通エコロジー・モビリティ財団「色覚障害者、弱視(ロービジョン)者に対応したサ

イン環境整備に係る調査研究報告書」（2008 年 3 月）よると、弱視者の人数は 100 万人

以上と推定している（P17）。色覚特性を持つ人の人数については、同報告書では 290

万人以上と推定している（P4）。CUDO（カラーユニバーサルデザイン機構）などの専

門機関が推定している。 

3) 特定非営利活動法人メディア・ユニバーサル・デザイン協会の設立趣旨については、

当協会公式サイトより確認できる。同協会は「やさしい、まなざし計画」をスローガ

ンに掲げ、2008 年 1 月に設立され、利用者の側に立った情報提供を追求している。 

4)全日本印刷工業組合連合会（全印工連）による MUD への取り組みについては、全印工

連の公式ウェブサイトで確認できる。これは、特定の団体が MUD を正式な活動として

取り入れたという一つの事例である。 
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